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次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本業務の契約締結は、当該業務に係る令
和８年度予算の執行が可能となっていることを条
件とします。
令和８年２月２日
独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
契約担当役 副理事長 蔵持 京治

◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 14
〇公告番号 機構公告第 38 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 システム共通基盤の
構築・運用保守業務 一式（電子入札対象案
件）
 調達案件の仕様等 仕様書のとおり。
 履行期間 契約締結日から令和13年３月31
日まで。
 履行場所 仕様書による。
 総合評価方式 本件は、技術提案書（以下
「提案書」という。）及び入札書を提出し、価
格以外の要素と価格を総合的に評価して落札
者を決定する総合評価方式で実施するもので
ある。
 入札方法 入札金額は、総価を記載するこ
と。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の100分の10に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数が生じたときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 本件は、入札及び提出資料を電子入札シス
テムにより実施する対象案件である。
なお、電子入札システムにより難い者は、紙
入札方式参加願を提出することで紙入札に変
更することができる。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を全て満たす
者とする。
 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構契約事務規程（平成15年10月機構規程第
78号）第４条又は第５条の規定に該当しない
者であること。
 令和07・08・09年度全省庁統一資格におい
て、「役務の提供等」（等級及び地域は問わな
い。）の競争参加資格を有している者であるこ
と。
なお、当機構の入札に初めて参加する者は、
入札参加申込書の提出期限までに、以下に掲
げる内容を当機構本社経理資金部会計課宛て
電子メール（kaikei.hns@jrtt.go.jp）にて送
付すること。
法人番号代表郵便番号代表住所商
号又は名称代表者役職代表者氏名代表
電話番号
 入札参加申込書の提出期限の日から開札の
時までの期間において、「関東甲信地区」にお
いて、当機構理事長から独立行政法人鉄道建
設・運輸施設整備支援機構の工事等請負契約
に係る指名停止等措置要綱（平成15年10月機
構規程第83号。）に基づく指名停止、又は国土
交通省から指名停止を受けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、当
機構公共事業等からの排除要請があり、当該
状態が継続している者でないこと。
 企業の業務実績に関する要件 令和２年度
以降に元請として完了した、国の行政機関、
地方公共団体、独立行政法人、特殊法人又は
民間企業（利用者1000人以上の組織に限る。）
において、組織が共通で利用するインフラ基
盤の構築を行い、１年以上サービス提供を実
施した実績が１件以上あること。
 配置予定技術者等に関する要件 次に掲げ
る基準を満たす各技術者を本業務に配置でき
ること。なお、設計・構築管理技術者及び運
用・保守管理技術者の兼務は認めることとす
る。
ア 「統括管理技術者」として以下の要件を
満たす者を配置すること。
 国の行政機関、地方公共団体、独立行
政法人、特殊法人又は民間企業（利用者
1000人以上のシステムに限る。）におい

て、組織が共通で利用するインフラ基盤
の構築業務について、プロジェクト全体
を管理する責任者としての立場で通算５
年以上の業務実績を有すること。
 以下のいずれかの資格を保有又は試験
に合格していること。
・ 情報処理の促進に関する法律（昭和
45年法律第90号）に基づき実施される
情報処理技術者試験（以下「情報処理
技術者試験」という。）のうちプロジェ
クトマネージャ試験
・ Project Management Institute（Ｐ
ＭＩ）が認定するProject Manage‑
ment Professional（ＰＭＰ）

・ Prince2® プラクティショナ
イ 「情報セキュリティ統括管理者」として
以下の要件を満たす者を配置すること。
 組織が共通で利用する情報システムの
構築又は運用業務において、情報セキュ
リティに関する企画、実施、運用及び分
析の全ての段階で、物理的観点、人的観
点及び技術的観点から情報セキュリティ
を保つための施策を計画、実施し、その
結果に関する評価を行った経験を１件以
上有すること。
 以下のいずれかの資格を保有又は試験
に合格していること。
・ 情報処理技術者試験のうち情報処理
安全確保支援士試験（又は旧情報セ
キュリティスペシャリスト試験、旧テ
クニカルエンジニア（情報セキュリ
ティ）試験、旧情報セキュリティアド
ミニストレータ試験）
・ ＪＡＳＡが認定する公認情報セキュ
リティ監査人（ＣＩＳＡ）
・ ＩＳＡＣＡが認定する公認情報セ
キュリティマネージャー（ＣＩＳＭ）
・ 国際情報システムズセキュリティ認
定コンソーシアム（（ＩＳＣ）２）が認
定する情報システムのセキュリティ専
門家認定（ＣＩＳＳＰ）

ウ 「設計・構築管理技術者」として以下の
要件を満たす者を配置すること。
 国の行政機関、地方公共団体、独立行
政法人、特殊法人又は民間企業（利用者
1000人以上のシステムに限る。）におい

て、組織が共通で利用するインフラ基盤
の構築業務について、管理技術者（リー
ダー）としての立場で通算５年以上の業
務実績を有し、かつ同一の構築案件を計
画から実装まで一貫して担当した経験
（１件以上）を有すること。
 以下のいずれかの資格を保有又は試験
に合格していること。
・ 情報処理技術者試験のうちプロジェ
クトマネージャ試験
・ 情報処理技術者試験のうちネット
ワークスペシャリスト試験（又は旧オ
ンライン情報技術者試験、旧テクニカ
ルエンジニア（ネットワーク）試験）
・ Project Management Institute（Ｐ
ＭＩ）が認定するProject Manage‑
ment Professional（ＰＭＰ）

・ Prince2® プラクティショナ
 以下のいずれかのクラウド技術者資格
を有すること。
・ Microsoft認 定 資 格 の う ち
Microsoft Certified‑Azure Solutions

Architect Expert

・ ＡＷＳ認定資格のうちAWS Cer‑
tified Solutions Architect‑Professio‑

nal

・ Google Cloud 認 定 資 格 の う ち
Google Cloud Certified‑Professional

Cloud Architect

エ 「運用・保守管理技術者」として以下の
要件を満たす者を配置すること。
 国の行政機関、地方公共団体、独立行
政法人、特殊法人又は民間企業（利用者
1000人以上のシステムに限る。）におい
て、組織が共通で利用するインフラ基盤
の運用保守業務について、管理技術者
（リーダー）としての立場で通算５年以
上の業務実績、かつ同一案件通算１年以
上の経験を有すること。
 以下のいずれかの資格を保有又は試験
に合格していること。
・ 情報処理技術者試験のうちＩＴサー
ビスマネージャ試験（又は旧システム
運用管理エンジニア試験、旧テクニカ
ルエンジニア（システム管理）試験）
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